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視察機関 平成３０年８月６日（月）～８日（水） 

 

１ 視 察 日 平成３０年８月６日（月） 

  視 察 地 北海道帯広市 

  内   容 フードバレーとかちの取組について  

十勝バイオマス産業都市構想について 

 

２ 視 察 日 平成３０年８月７日（火） 

  視 察 地 北海道千歳市 

  内   容 防災学習交流センター「そなえーる」について 

 

３ 視 察 日  平成３０年８月８日（水） 

  視 察 地  北海道札幌市 

  内   容 MICE 総合戦略について  

婚活イベントについて 

 

 

 

那須塩原市議会 フロンティアなすの  齋藤寿一 小島耕一 



フードバレーとかちの取組について 

8月 6日 帯広市  

１ フードバレーとかちとは、 

地域の強みである農業を成長させるため、農業を基盤とする新たな産業を創出し、十勝

から世界に向けて価値を発信する取組を進めている。 

２ フードバレーとかち推進協議会 

 産・学・官・金 41団体の協議会を結成 

 農林漁業団体 4団体  商工業団体 6団体  大学・試験研究機関 6団体 

 金融機関 4団体    行政機関 22団体（1 市、16 町、2 村） 

 農林水産業の成長産業化、地域経済活性化、販路拡大、新商品開発に向けて、農業者や

商工業者のマッチング、研究機関との連携など、農商工連携、6 次産業化などの取組を支

援する相談活動を活発化させている。 

３ 国際戦略総合特区の活用（国の補助事業） 

 北海道フードコンプレックス国際戦略総合特区（ＨＦＣ） 

 食産業の研究開発・輸出拠点を形成し、成長著しい東アジアの食市場を獲得する。 

 十勝における実績、273 億円の設備投資を誘発した。 

 具体的には、長芋集出荷貯蔵施設、輸出対応と畜場整備、高機能物流拠点の設置、新規

作物の導入促進、ＩＣＴの活用、ＧＡＰの普及促進、和牛改良生産組合の設立 

４ 農商工連携事業 

 食品メーカーとの連携 フジッコと包括連携協定 

 大豆ピニトールプロジェクト 十勝の枝豆の葉と茎に含まれる機能性素材を活用し、地

元高校生と商品開発を行うなど、枝豆から機能性食品を開発した。 

 株式会社明治と協定 生乳の価値向上を目指し、食育や健康情報発信を目的としたセミ

ナーなどを開催している。 

５ 十勝の食の価値向上、魅力発信 

 十勝フェアの開催、グランドハイアット東京 日本料理旬房 

 十勝産食材を使用した特別メニューを提供。3000 名以上が参加。 

６ 地域産業の活力向上 

 十勝人チャレンジ事業 十勝の２０台から 40代の産業人を対象に、自ら設定したテーマ

に基づいて、国内外の先進地域で技術の応用導入を目指す調査研究を支援する。これまで

に 31名が実施。 

 とかち・イノベーションプログラム 起業家精神をもったとがったアイデアの具現化に

対する取組を支援する。これまでに 10件が事業化した。 

 ディスティネーション十勝 ワールドクラスの本格的なアウトドア体験を提供する旅行

会社を設立し、十勝に旅人を呼び込んでいる。 

 フードバレーとかちは、産業ばかりでなく子育て教育、保健福祉、環境にまで幅を広げ

この地域の基盤になろうとしている。 

所見  

十勝は畑作物と酪農が盛んな地域であり、フードバレーとかちでは、これを基盤として

食品企業と連携して、農商工連携や 6次産業化に取り組み、新商品の開発や魅力向上など



に成果を上げている。 

本市は酪農を中心とする畜産、水田を中心とする米作りを進めているが、農商工連携や

6次産業化は遅れているのが現状である。国県の補助事業の活用や農業者と食品企業との

連携を強化して、新たな商品の開発やブランド化に取り組む必要があり、フードバレーと

かちは大変参考になった。               （報告者 小島耕一） 

 

十勝におけるバイオマスの取組について 

        8 月 6日帯広市 

１ 十勝におけるバイオマスの活用 

 バイオマスには木質系、農業残差、家畜排せつ物、食品廃棄物、汚泥類、紙類、植物系

廃油などがあるが、最も量がおおいのは家畜排せつ物である。家畜排せつ物については、

堆肥化により農地還元を進めているが、畜産農家の大規模化により、処理量が増加し、臭

気問題など解決すべき課題も生まれてきていた。 

２ 十勝バイオマス産業都市構想が国のバイオマス産業都市に選定 

 十勝地域１７市町村が共同して、豊富な地域資源の活用やエネルギー自給、環境に優し

いまちづくりを目標にバイオガスプロジェクト、バイオエタノールプロジェクト、木質バ

イオマスプロジェクト、ＢＤＦプロジェクトをすすめる構想を策定し、この構想が国から

バイオマス産業都市に認められた。 

３ バイオマス構想推進の現状 

 バイオガスプロジェクトは順調に拡大している。投資誘発額 142億円 新たなプラン

ト設置 21基（33 基のバイオガスプラントが稼働中） 

バイオエタノールやＢＤＦプロジェクト、木質バイオマスについては、経済性の問題か

ら中止、縮小している。 

４ 鹿追町環境保全センターの設置経過 

 鹿追町では、住民が市街地周辺の畜産農家の悪臭に悩まされていたことから、自治体が

中心となってバイオガスプラントを運営することを決定し、鹿追町環境保全センターを設

置した。事業費は 23億円で 1200頭の乳牛の家畜排せつ物を処理している。ＦＩＴ制度に

基づき売電しており、メタン発酵後の消化液は畑や牧草地に散布して肥料の代替えとする

とともに、熱エネルギーを活用して、発酵槽の加温、温室における新規作物の栽培、農作

物の貯蔵、チョウザメの養殖を実施している。 

５ 士幌町農業協同組合 

 12基のプラントを設置している。 

１基の設置コストは１２～１３億円、乳牛５００頭の家畜排せつ物を処理しており、売電

は年間１億円で設置コストの償還も計画的に進んでいる。 

 副産物の消化液の処理については、設立された消化液利用組合が消化液を散布している。 

６ バイオガス産業創出の体制づくり 



 家畜糞尿を利用したバイオガス発電プラ

ントメーカーの土谷特殊農機具製作所が、

新エネ大賞で新エネルギー財団会長賞を受

賞した。バイオガス事業に携わるのは畜産

農家だけでなく、メーカーや研究機関、行

政、農協など様々な事業者が関わることで

成立する。その体制づくりが重要とのこと

であった。 

 

所見 バイオガスプラントは様々な関係者

の協力を必要とするが、設置することよって畜産の臭気問題の解決にもつながり、売電す

ることによって、経済効果も生まれるなど、魅力的な技術であることから、本市において

も導入を検討する必要がある。 

                       （報告者 小島 耕一） 

 

 

千歳市防災学習交流センター「そなえーる」 

8月 7日 千歳市 

１ 施設建設の経緯と目的 

 千歳市は、自衛隊が市街地の三方を取り囲むような形状で北東に陸上自衛隊東千歳駐屯

地、南東に航空自衛隊千歳基地、南西に北千歳駐屯地が位置しており、しかも市街地の円

周部には装軌車両、主に戦車が頻繁に通行する延長約１０ｋｍ公道、通称「Ｃ経路」が通

っており、東千歳駐屯地と北千歳駐屯地、その奥に続く北海道大演習場を結んでいる。こ

の「Ⅽ経路」は、一部住宅地を通ることから、沿線住民から騒音振動による被害などが寄

せられていたことから、市ではⅭ経路における騒音などの課題解決を図るため、道路整備

や緩衝地帯の整備などを盛り込んだ「Ⅽ経路対策基本方針」を定め、沿線地域の生活環境

の改善に努めてきたが、地域の活性化や生活環境の一層の改善を要望された。 

 このような状況の中、平成 14年度に防衛施設周辺地域の発展に貢献しよという新たな国

の高額補助制度「まちづくり構想策定支援事業」が創設されたことから、Ⅽ経路沿道の課

題解決を図るとともに、市の総合計画で位置付けている総合的な防災対策の推進や自主防

災組織の充実などの観点から、住民要望や住民懇話会での議論を踏まえて防災学習交流施

設の整備をおこなうこととし、当時の防衛施設庁に事業採択の要望活動を行い、平成 17

年 12月に正式に補助事業として採択され、防衛施設と共存した災害に強い安全なまちづく

りを進めることとした。 

 総事業費は、約 21億円で財源内訳については、防衛省所管、民生安定事業で実施してお

り、国庫補助率は７５％、残り 25％は起債 75％、市費 25％となっている。 

２ 施設の概要 

 防災学習交流施設は、総面積約 8.4haで、Ａ・Ｂ・Ｃの 3ゾーンからなっており、Ａゾ

ーンは広さ 4.3ha3階建、延べ面積約 2,300㎡の防災学習センター「そなえーる」、広さ約

2.4ha の防災訓練広場、ロープ訓練塔、防災備蓄倉庫を兼ねた副訓練塔、常設ヘリポート、



駐車場などを配置しており、「そなえーる」には、災害を「学ぶ」「体験する」「備える」を

テーマに災害の疑似体験や防災学習を通じて、防災に対する意識を高めてもらうことを目

的とした起震装置、煙避難装置、予防実験装置、避難器具などを備えた施設になっている。

Ｂゾーン「学びの広場」は、広さ 1.1ha、造成に伴う雨水調整池と消化体験や救出体験を

通し、自助共助を学ぶことを目的に設置した広場となっている。 

 Cゾーン「防災の森」は、広さ 3haで約 150人がキャンプ利用できる「野営生活訓練広

場」調査池を兼ねた「多目的広場」湧水を利用した「河川災害訓練広場」、「土のう訓練広

場」、アスレチック遊具などを設置した「サバイバル訓練広場」のほか管理棟、駐車場を配

置し共同作業が体験できる広場となっている。 

３ 利用状況 

 平成 22年度は 37,644 人、平成 23年は、58,393人、平成 24年度は 48,615人、平成 25

年度は 47,484人、平成 26年度 44,399 人、平成 27年度 42,027 人、平成 28年度 39,526

人と落ち込んだが、平成 29 年度 41,891 人と回復し、開設からの利用者数は 30万人を突破

した。 

４ 考察 

 近年、全国各地で頻発している自然災

害は被害が大きく家屋の倒壊や人的被害

も数多く発生している。本市においても

自主防災組織や防災訓練等を実施してお

ります、千歳市の施設は多くの市民への

周知と体験ができることかた、児童生徒

からお年寄りまでの体験型施設であり、

素晴らしい施設と感じた。       

（報告者 齋藤 寿一） 

 

 

札幌ＭＩＣＥ総合戦略について 

8月 8日 札幌市 

１ 背景 

 「ＭＩＣＥ」とは、企業等の会議（Ｍｅｅｔｉｎｇ）、報奨旅行（Ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ Ｔ

ｒａｖｅｌ）、国際会議・学術会議・学会等（Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ）、展示会、イベント

（Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎ・Ｅｖｅｎｔ）の頭文字をとり、多くの集客交流が見込まれるビ

ジネスイベントの総称として用いられている。 

 札幌市では、公益財団法人札幌国際プラザとともに、コンベンションをはじめとするＭ

ＩＣＥの誘致に比較的に早い時期から着目し、これまで積極的な取組を進めてきた。平成

15年には札幌コンベンションセンターをオープンさせ、平成 22年には、「札幌ＭＩＣＥ総

合戦略」を策定し、ソフト及びハードの両面でＭＩＣＥ推進を実践してきた。 

 しかし、ＭＩＣＥの推進については、中国や韓国、シンガポール等の台頭により、日本

の地位が相対的に低下している。国では、ＭＩＣＥの国際競争力を高める取組を展開して

おり、観光立国推進閣僚会議で決定した「観光立国実現に向けたアクションプログラム



2014」にも主要な柱としてＭＩＣＥを位置付けている。 

 戦略策定から 5か年が経過し、国際会議やインセンティブツアーの動向、国内外の他都

市の状況等、ＭＩＣＥを取り巻く環境は著しく変化していることから、新たな戦略を策定

した。 

２ 戦略の目的 

 新たなＭＩＣＥの総合戦略は、札幌の都市の魅力を十分に生かしたＭＩＣＥの推進に取

り組み、地元への直接的な経済波及効果、札幌のブランド力向上と観光を含めたリピータ

ー確保、学術レベルの向上や発展、市民における創造性の育成等を図ること目的に策定し

た。 

３ 戦略の基本方針 

 「札幌の魅力あふれる“ＯＮＬＹ ＯＮＥ”ＭＩＣＥ都市」をキャッチフレーズに「重

点誘致ターゲット」定め、集中的に誘致プロモーションを行っていく。 

 重点誘致ターゲット 国内及びアジアをターゲットとした学術系の大中規模会議 

           主に東アジア・東南アジアからのインセンティブツアー 

           国内外に向けたＰＲ効果の高い政府系国際会議 

           札幌の特色を生かしたスポーツ関連の会議、大会、イベント 

４ 札幌コンベンションセンターの現状 

 建設事業費 約 200億円 

 運営人数 正職員 21人、その他 31人、合計 52人 

 会議の開催状況 会議 988件 人数 18万人 展示会 147件 14.5万人 

 収支 5,5億円   支出 5.5億円 

 経済的な効果 生産誘発額 225.5億円  

雇用誘発効果 54.5万人日 

税収効果 1.3億円 

 

５ 新たなコンベンションセンターの設置 

 さっぽろ芸術文化の館・ニトリ文化ホールが閉館する予定になっており、3000人を超え

る大規模な学会や会議の誘致が困難になっていることから、新たなコンベンションセンタ

ーを設置する計画である。 

 新たな施設では、国際会議、展示会場、ホテルを一体的に整備し、民間とのコンセッシ

ョン方式で整備を進めていく予定である。 

６ 所見 

 国においても観光立国戦略の一つとしてＭＩＣＥを位置付けており、札幌ＭＩＣＥ総合

戦略の経済効果でもわかるとおりＭＩＣＥの経済波及効果が高いことが理解できた。 

今後、本市においても塩原板室といった温泉地を有しており、国際医療福祉大学が拡充

される予定であり、県の北都として魅力ある都市づくりのためにＭＩＣＥに関する総合戦

略の策定が必要と考えられた。 

（報告者 小島耕一） 

 

 



札幌市若者出会い創出事業「さっぽろＪＯＩＮ ＣＡＦＥ」 

8月 8日 札幌市 

１ 事業導入の経緯 

 札幌市では安心して子どもを産み育てられるまちを目指し、子育ての不安解消につなが

る取組を積極的に推進しているが、札幌市の平成 27年の合計特殊出生率は、1.18 で政令

市の中で最も低く、平成 28年 1月に策定した「さっぽろ未来創生プラン」における希望出

生率１．５とは大きな乖離がある。 

 このプランでは、札幌市の合計特殊出生率が低位にある要因は、出生率の高い年齢層（25

～39歳）において全国と比べて未婚率が高いことや、夫婦の持つ子供の数が少ないことに

あると分析している。さらに札幌市が平成 28年 6月に実施した「札幌市の出生率に係る意

識調査」では出会いのために行いたいこととして、「友人に紹介を頼む」という回答が多く

ありましたが、結婚相手の紹介を頼める人は「特にない」と回答した割合が全国平均を大

幅に上まっていた。こうした状況から、結婚を希望する若者の出会い機会を設けることで、

若者の理想のライフプランの実現を支援することを目的として「さっぽろＪＯＩＮ ＣＡ

ＦＥ」と題して事業を展開している。 

２ 事業の内容 

 「さっぽろＪＯＩＮ ＣＡＦＥ」では、単に異性との出会いの場を作り出すだけでなく、

共通の趣味や活動を通じて、新たな仲間との出会いをサポートできればと考えている。新

たな出会いが新たな居場所や交流を生み出し、プライベートはもちろん、仕事やその他の

活動など様々な場面で生きてくる。「さっぽろＪＯＩＮ ＣＡＦＥ」への参加がそのきっか

けになることを目的としている。 

 具体的な内容はプロカメラマンによるカメラ講座、ハーブ講座、いち推し本を語る会、

など平成 29年度は 13のプログラムを実施し、延べ参加者数は 321名。各プログラムのア

ンケート調査では「満足した」77％、「まあまあ満足した」18％であり、約 95％の参加者

が満足感を得た結果となっている。 

３ 所見 

 婚活イベントとしては、ただ男女

が出会う場所を提供するだけでなく、

札幌市のように趣味の集いの講座を

提供して共通の趣味の中でのカップ

リングを目指している取組が特徴的

であった。 

（報告者 齋藤 寿一） 


